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【論 文】

基礎自治体における

児童養護施設等退所者の自立支援

―A市による退所者支援事業の利用者に焦点をあてて―

岡本　周佳＊，山本　雅章＊＊

要旨：本研究の目的は，措置権をもたない基礎自治体である A市による独自の退所者支援事
業を利用している児童養護施設等退所者へのインタビュー調査を通して，自治体における生

活支援や生活相談の事業が果たしている意義と役割，課題を明らかにすることである．質的

研究法に基づく分析の結果，事業の意義・役割として，①社会的なつながりの保障と孤独感の

軽減，②生活支援や生活相談を担う世話人が果たす「実家的役割」，③地域住民による相談と

経済的支援との両輪での支援，④退所者の生活実態やニーズに応じた支援を可能とする側面，

の 4 点が明らかとなった．他方で，課題としては,①事業運用上の課題，②世話人との相性や
マッチングの問題，③世話人の意義や役割の明確化と共通認識に関する課題，④事業利用者本

人の意識付けの問題，⑤夢をあきらめないための制度の拡大，の 5点が見いだされた，
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I. 研究の背景
児童養護施設等退所者（以下，「退所者」という）は，退所後さまざまな困難に直面する．それ

らは，経済的困難のみならず，新しく始まる生活や職場での人間関係，孤独感など，多岐にわた

る1)．また，近年実施された厚生労働省による初の全国調査では，退所者の約 20％が退所後に施
設などのサポートを受けていないこと，一方で経済的な支援や生活相談などを求める声が多いこ

とが明らかとなった（三菱 UFJリサーチ＆コンサルティング 2021）．
他方，従来から指摘されているこうした問題への対応として，厚生労働省は，2017年に社会的

養護自立支援事業を創設した．これは，金銭的支援に加え，生活相談を必須事業として位置づけ

るものである（厚生労働省 2017）．実施主体は都道府県，指定都市，児童相談所設置市であり，
自治体が自立支援について重要な役割を果たすことが期待されている．この社会的養護自立支援

事業は，児童相談所の措置権限を有する自治体に生活相談を必須事業として位置づけるものであ

る．しかし，これらの自治体は広域的な役割を担うものであり，地域に密着した身近な相談に応

じることは困難である．片山（2018）は，児童養護施設退所者へのインタビュー調査から，「当
事者が求めるアフターケア」として「相談のしづらさの解決」，「施設への所属感喪失による疎外
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感への配慮」，「当事者が住んでいる地域に相談できる」こと，などを挙げる．他方，里親家庭出

身者について，貴田（2019：301）は，「措置解除後の自立に向けた支援の継続が制度的には保
障されておらず，元委託児童の自立や就職に向けた公的援助は不十分である」と指摘する．これ

らをふまえると，児童養護施設等退所者が実際に生活をする身近な地域での資源を拡充し，生活

相談に応じられる体制づくりが求められる．

その意味では，措置権を有さない基礎自治体による取り組みも重要である．現在，措置権を有

さない自治体による取り組みは限られるが，東京都の世田谷区（2020）や板橋区（2020）では，
独自の助成を行う経済的支援がみられる．しかし，生活相談については不十分である．

そうしたなかで，東京都の A市による独自の退所者支援事業は注目に値する．A市は児童養護
施設等への措置権をもたず，社会的養護自立支援事業の対象とはならない基礎自治体である．し

かし，A市に所在する 2施設の退所者を対象として 2017年度から独自の退所者支援事業を実施
している．この事業は，A市に所在する児童養護施設の運営法人が市内のアパートの一室を借り
上げ，保証人となることで施設退所者等に格安で提供し，あわせて世話人を配置して生活支援を

行うものである．世話人は，必要に応じて訪問などを行い個別の生活相談に応じる．加えて，生

活資金の給付事業として，進学者に月 5万円の給付も行う．経済的支援と個別の生活相談・生活
支援の両輪で実施している点にほかの事業にはない特色がある．

では，これらの事業（以下，「本事業」という）は，利用している退所者にとって，どのよう

な意味をもつのだろうか．退所者の生活の実情や思いを把握したうえで検討することが求められ

る．また，退所者自身が住まう身近な自治体における支援事業の意義や課題を退所者の視点から

明らかにすることは，児童養護施設等退所者の自立支援を考えるうえで重要な意味があると考え

る．以上のことから，本研究では，児童養護施設等退所者の自立にとって有用な地域の支援策を

検討するために，本事業を手掛かりとしたい．

II. 本研究の目的
本研究では，A市による退所者支援事業を利用している 2つの児童養護施設等の退所者への聞
き取りを通して，本事業における自立支援，とくに生活支援や生活相談が果たしている意義と役

割，課題を明らかにすることを目的とする．それにより，地域における児童養護施設等退所者の

自立支援のあり方を検討する一助としたい．

III. 研究対象と方法
1. 研究の対象

本研究では，本事業を利用している A施設・B施設，2施設の退所者と里親家庭出身者で，事
業利用中および利用終了者を対象とする．A 施設と B 施設では，2017 年度から 2020 年度ま
で，合計 19名が事業を利用しており，そのうち 11名にインタビューを行った2)．内訳は，利用

継続中が 9 名，利用終了が 2 名である．対象者の属性は表 1のとおりである．
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表 1 調査対象者の属性 3)

（筆者作成）

2. 研究方法

1) インタビュー調査

本研究では，A市における 2つの事業（①退所者支援事業，②生活資金の給付事業）を利用中，
もしくは利用を終了した 11 名の退所者を対象とし，インタビュー調査を実施した．
インタビュー調査にあたっては，半構造化面接の手法によるものとした．調査項目は，ア）退

所前の気持ち，イ）一人暮らしをしてみて困ったこと・よかったこと，ウ）事業利用の理由やきっ

かけ，エ）事業を利用してよかったこと，オ）事業を利用して困ったこと，変えてほしいこと，

などである．インタビューの実施期間は 2020 年 11 月から 2021 年 2 月で，調査に要した時間
は，1 人につき 35 分から 1 時間 40 分であった．
2) 分析方法

インタビュー調査結果の分析にあたっては，逐語録を作成し，谷津（2015）の質的研究法に基
づき分析を行った．谷津の研究法は，質的研究のなかでも，質的記述的研究にあたる．これは，

日常的場面で用いられる言葉を使うこと，ほかの質的研究法と比べて「推論の少ない解釈であり，

他の研究者とコンセンサスが容易に得られるような解釈であることが特徴」（谷津 2014）とされ
る．対象者の語りに近づきながら分析を行ううえで，本方法が適切と考えた．

具体的には，①第 1段階（洗い出し段階のコード，本文中「　」で表記）と②第 2段階（まと
め上げ段階のコード＝サブカテゴリー，本文中〈　〉で表記）にコード化した．さらに各コード

の共通性を検討し，意味内容の類似性に基づき③カテゴリー化（本文中【　】で表記）を行った．

①から③の作業は常に繰り返し生成に努めた．分析の過程では，質的研究に精通した研究者に分

析過程が適切であるかを確認してもらい，結果の妥当性確保に努めた．

IV. 倫理的配慮
本研究は，東洋大学ライフデザイン学部研究等倫理委員会の承認を得ている (L2021-013S)．
また，調査にあたっては，調査依頼文書を作成し，調査に応じるか否かは個人の判断であり応じ

ない場合の不利益はないこと，調査で得られた情報等について個人が特定できないよう配慮する
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ことを明記して説明したうえで，書面で同意を得た．

V. A市における 2つの退所者支援事業の概要
ここでは，本研究の対象者が利用している 2つの退所者支援事業の概要を述べる．その際，事

業名称は，倫理的配慮から事業が有する意味を損なわない程度に加工した．

1. 退所者支援事業

この事業は，2つの柱からなる．第一に，A市に所在する児童養護施設・里親家庭・ファミリー
ホームの退所者が低額な家賃で住居を借りられるようにするものである．具体的には，進学者は

原則として管理費込みで月 1 万円（2 年目からは 2 万円），就労する場合は 2 万円の自己負担で
住居を借りることができるよう市が助成する．住居の契約は児童養護施設を運営する社会福祉法

人が行うこととなっている．第二に，退所者 1 人ずつに，A 市在住の世話人（有償ボランティ
ア）を配置するものである．世話人は，必要に応じて退所者の日常生活や就労，学業などの支援

や相談を行い，自立に向けた支援を行う．原則，月に 1回以上会うこととされているが，厳密な
決まりはなく，退所者に応じた対応が可能である．

これら 2つの柱にかかる費用を，市内に所在する児童養護施設に助成することによって，退所
者の孤立を防ぎ，社会的自立を支援することを目的としている．

2. 生活資金の給付事業

この事業は，おもに退所者の生活の安定を図ることを目的として，A市に所在する児童養護施
設ならびに里親家庭およびファミリーホームの退所者のうち，進学する者に対して，月に 5万円
を就学期間中，毎月支給するものである．また，退所後 1年以内に進学により市外へ転出した場
合も一時金として 30 万円が支給される．支給方法は，銀行振り込みである．これら 2 つの事業
の運用にあたって，施設側は，家賃の支払いや書類手続きなど，定期的に利用者が施設に出向く

機会も設けている．

VI. 結果
ここでは，1)退所前後の思い，2)事業を使ってよかったこと，3)世話人への思い，4)事業の
課題・期待・展望に関する認識，に分けて，分析の結果を述べる．

1. 退所前後の思い

本項目では，65のコード，12のサブカテゴリー，4のカテゴリーを抽出した（表 2）．
事業利用者は，退所前，〈金銭面への不安〉や〈施設の大人と離れることの寂しさ〉，〈生活して

いくことへの不安〉を抱えていた．こうした【退所前の不安や心配】の一方で，「ご飯も好きな時

に食べたいなあとかお風呂も好きな時に入りたいな」といった思いがあり，〈自由な生活への期

待〉もあった．同時に，一人暮らしにより〈時間を気にせず遊べる楽しみ〉があった．退所前の

不安については，「お金も心配でしたが市はいろいろ制度が整っているから，なんとかなるだろう

なって思っていた」，「事業を知ったとき，何かやりたいことに専念できるな，嬉しいなっていう
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表 2 退所前後の思い

気持ちでした」と，〈事業があることによる安心感〉をもち退所を迎えていた．これらから，【一

人暮らしへの期待】というカテゴリーを抽出した．

入所中は，「何をするにも他の人の声が聞こえて集中できなかったりとか，1人になれる空間が
ないことが結構きついなあと感じることがあった」が，一人暮らしを始め「開放感に満ちた生活

を送っています」と，〈自分に合った生活ができた〉と感じていた．また，「施設にいることとか

を，友人に変に隠さなくてよくなった」など，〈気持ちが楽になった〉，〈やりたいことができた〉

と感じており，【一人暮らしをしてよかったこと】を実感していた．

一方で，【退所後の困りごとや不安】も，抽出した．具体的には，「社会にある暗黙のルールみ

たいなのを一切知らないまま出ちゃったので苦労することがあった」といった〈新たな生活での

困難〉が挙げられる．また，「施設から一回出たら施設の子だった子，ってだけだから，アフター

ケアがあるのはわかっていても，行きづらい気持ちはあった」，「困った時に頼れる先がない，金

銭的に頼れる先がない」などの，〈頼れる先や相談相手がいない〉という認識もあった．加えて，

〈寂しさや気持ちのコントロール〉も課題となっていた．

2. 事業を使ってよかったこと

本項目では，50のコード，9のサブカテゴリー，4のカテゴリーを抽出した（表 3）．
事業利用者は，「使ってみて，金銭的な不安が減ることで心の余裕ができた」と，〈経済的安定

が精神的余裕につながる〉ことを認識していた．また，「バイトを無理に入れなくてもやってい

けるので気分が楽だった」など，〈無理にバイトをする必要なく，負担が軽減された〉とも感じて

いた．さらに，「体調を崩して収入が途絶え、お金を切り崩しながら給付事業と合わせて何とか

やっていた時期があったが、もし事業がなかったら多分生活できていなかった」というように，
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表 3 事業を使ってよかったこと

事業があることによって〈生活が成り立った〉側面もあった．これらから，【経済的・精神的に安

定した生活の成立】が見いだされた．また，「事業がなかったら進学しなかった，というか，でき

なかったと思う」というように，〈進学や一人暮らしが実現できた〉側面もある．そして，事業が

あることにより，「学業に専念できるというのは大きかった」，「お金に余裕があったから，外部

の講座が受けられた」など，利用者は，〈将来に向け，学業ややりたいことに専念できた〉と認識

していた．これらから，【希望の進路や生き方を選択できた】というカテゴリーを抽出した．

事業利用者は，手続きなどで施設に行くため，「事業があるおかげで学園と繋がりが切れない」

ことにより，退所後も〈施設とつながり続けることができた〉．また，施設や世話人とのつながり

があることで，「孤立せずに済むというのが一番大きい」，「施設を出たから終わりじゃないよって

いうのが繋がりとしてあるので安心できる」，「事業があって，つながっている人たちがいたから

命がつながってるんだと思う」というように，〈多様な人とつながることで孤立しなかった〉と

の認識もあった．これらから，【地域のつながりのなかで孤独にならない安心な生活】というカ

テゴリーを抽出した．他方，A市に住み続けることについては，「学校も家も生活圏内も全部変
わると一気に負担がかかると感じていて，慣れ親しんだ市に住みたいと思っていた矢先に制度の

ことを聞き，嬉しかった」や，「A市だと，学園や世話人さんとかついてて生活をサポートしてく
れたり，すぐに聞きに行ったりできるけど，大学の寮に入っちゃうと何もないので，それで決め

ました」など，〈サポートがあり見知った人がいる安心感〉があった．加えて，A市は〈制度や環
境が整っている〉とも感じていた．このように，事業利用者には【住み慣れた地域で暮らし続け

る安心感】があった．

3. 世話人への思い

本項目では，103のコード，12のサブカテゴリー，4のカテゴリーを抽出した（表 4）．
生活支援にあたる世話人がつくことについて，〈連絡をとりあい，話ができる相手がいる〉と感
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表 4 世話人への思い

じる利用者がいる一方で，「世話人さんがつくと聞いたときは，合うか合わないかっていう不安

が一番大きかったですね」といった〈世話人がつくことに対する不安や困惑〉，〈やりとりの面倒

さ〉も感じていた．このように，事業利用者には，【世話人がつくことに対する安心感と不安感】

のどちらの思いもあった．

実際，事業が始まってからは，世話人と〈メールや LINEでの定期的な連絡〉をとり，多様な
かたちで関わっていた．例えば，「私が学校に実験で行って夜帰ってきてそこからご飯を持って

きてくれたり」，「時々お家にもお邪魔して一緒にご飯を食べたり」といったほか，「世話人さん

は，健康に詳しい方で，もっと体調が良くなるアドバイスとかしてくださって安心した」など，

利用者〈一人一人に応じたかかわり〉がなされていた．定期的なかかわりのみならず，「世話人

さんが簡単にできる料理とか教えてくれた」，「一人暮らしで一回熱を出した事があって，その時

に気が弱くなってメールをしたら必要なもの買って持って行くからって言って，来てくれた」と

いうように〈実家や親のようなかかわり〉の側面もあった．このように利用者は，事業を通して

【世話人との多様なかかわり】をもっていた．

世話人に対しては，「困ったことがあったら，世話人さんにすぐに言えます」と感じる利用者

もおり，〈話を聞いてくれる相談相手や頼れる人〉という認識があった．また，「孤独感がちょっ

とあるんで，繋がりが切れないって大事なことだなって思う」というように〈つながりが切れず

孤独感が和らいだ〉とも感じていた．さらに，「自分一人だと全く行かないようなところに連れ
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て行ってくださった」という語りや，「成人式のとき，娘さんが着ていた振袖を私にそのまま貸

してくれて，着付けとヘアメイクは美容院を一緒に予約してくれた」，「ちょっと寂しい気持ちも

あったが気にかけてくれたりポストにお菓子を入れてくれたりとかがあるだけでもだいぶ心が変

わるなって．一人じゃないんだなと感じた」など，〈新しい体験をさせてくれて，気にかけてくれ

ていると感じられた〉面もあった．こうした【世話人の果たす役割や効果の実感】が，事業利用

者にはあった．

事業利用者は，退所後，「学園の職員さんも卒園生よりも施設にいる子の方が優先になるから

ゆっくり時間を取って話を聞いてもらうとか 1 日空けてもらって二人でご飯に行くとかはそん
なにない」と語っていた．そのなかで，世話人は，「自分のために動いてくれて自分のためだけ

に時間を取ってくれる人」や，「なんか，家庭だったらそれって親にあたるのかな」と感じてお

り，〈自分のために動いてくれる大人〉として位置づいていた．一方で，「焦った時に，職員に相

談できない，友達にも絶対言えないとなったら，じゃあこっちの人だというような緊急窓口」と

いうように〈困ったときの第三者窓口のような存在〉にもなっていた．そして，複数の利用者は，

世話人を〈事業終了後もつながり続けたい存在〉と感じていた．以上から，世話人は，利用者に

とって，【適度な関係としての存在】と認識されていた．

4. 事業の課題・期待・展望に関する認識

本項目では，113のコード，13のサブカテゴリー，4のカテゴリーを抽出した（表 5）．
本事業は，退所後も A 市に居住する者を対象としているが，「A 市内ではなく全国であれば，
他に行きたい進学先があった」，「色んな所に広まったほうが，施設にいるから諦めなきゃいけな

いみたいなことがもうちょっと減るのかなって思う」といった語りがあり，〈夢をあきらめない

ための柔軟な対応〉が求められていた．また，「職場が遠い人もいるだろうし施設から遠いとこ

ろに住みたいという人も実は結構いる」といった声もあり，〈退所後の選択肢の拡大〉も望まれ

ていた．他方で，〈ほかの施設の子も使えるようになってほしい〉との願いもあり，【夢をあきら

めないための制度の拡大】が期待されていた．また，【制度運用上の課題】としては，大きく，住

居の問題と運用の問題がある．「そもそも不動産屋さんに浸透していなくて，何それっていうと

ころから始まる」ことなど，〈住居の確保と安定〉が課題である．関連して，「今までは施設が借

りてくれていたので問題なかったんですけど，それが外れた時に保証人もいないとなると継続し

て借りられない」という〈事業終了後の住居の継続〉も課題である．また，「慣れさせる期間がな

いと，いきなり普通の家賃に戻すのはちょっと難しいかもしれない」など〈段階的な運用への希

望〉があった．

他方，世話人については，「もともと親しい人が世話人さんになればそっちの方がいいなと思

う」といった〈相性やマッチングの課題〉のほか，「何を連絡したらいいかも分からないし困った

時に連絡する相手とも思っていなくて」といった〈どう関わってよいかという戸惑い〉もあった．

また，利用者自身が，「相談するのもかなり苦手」や，「人に相談するというよりも，自分の中で消

化していく方がやりやすい」と感じている場合もあり，〈利用者から相談することのハードル〉も

ある．加えて，「世話人さんがフレキシブルに個人個人に合った対応が綿密に柔軟に取れていっ

たら若干変わるのかなとは思います」という語りにみられるように〈一人一人の特性に応じた柔

軟な対応をしてほしい〉という希望もあった．このように，【世話人の課題と限界】も抽出した．
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表 5 事業の課題・期待・展望に関する認識

他方，利用者自身は，「学校に通っているのが条件の制度なので，自分が頑張っていれば大丈夫

なんでしょうけど，どこかが駄目になっちゃったら…という不安」など，〈見通しが立たないこ

とへの不安〉を感じていた．また，「事業利用を終了する頃にちょうど仕事も辞めて，大分生活

としては苦しくなっちゃって」といったケースもあった．ほかに，事業終了が近づき，「今，一番

困っているのが，引っ越すって決めた時に実家がないから国家試験の認定証とか合格通知とかが

届く住所がないこと」との語りもあった．このように，事業利用者は，〈事業終了に伴う不安や困

りごと〉も抱えていた．しかしその一方で，事業利用中は，「5万円が出てるとなると安心感が大
きくてバイトを辞めちゃう」といった面もあり，「事業の課題は，本人の自覚的な部分．本人が事

業の意味を理解して使っているかどうか」という指摘や，「社会常識と施設の常識の違いみたい

なのは教えておいてほしい」との語りもあった．このように，事業利用にあたっては，〈意識づけ

や知識を身につけることが必要〉という認識があった．これらから，【本人の不安の解消と意識

づけが必要】との課題を抽出した．
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VII. 考察
1. 生活相談・生活支援の果たす役割

1) 「つながり」の創出と継続による孤立感の解消

事業利用者は，退所前，〈施設の大人と離れることの寂しさ〉や，〈生活していくことへの不安〉

など，【退所前の不安や心配】を抱えていた．また，「施設から一回出たら施設の子だった子，に

なるから，アフターケアがあるのはわかっていても，行きづらい気持ちはあった」など，施設へ

の行きづらさを感じていた声も少なからずあった．関連して，厚生労働省の委託で実施された

全国調査では，退所者の約 20％が退所後に施設などのサポートを受けていないことが明らかと
なっている（三菱UFJリサーチ＆コンサルティング 2021）．そうしたなかで，本事業利用者は，
家賃自己負担分の支払いなどによって施設に定期的に行く必要が生じるため，退所後も〈施設と

つながり続けることができた〉と感じており，施設とのつながりが継続されている面が見いださ

れた．大村（2017：50）は，「より深刻な課題を抱える子どもほど，退所した施設との関係が希
薄である傾向」を指摘する．同時に，「長年入所していた退所者にとって，出身施設は実家的役割

を担っている」とも述べる．このことからも，施設とのつながりが継続されることは大きな意義

がある．

しかし一方で，「担当職員の辞職や一緒に生活していた後輩児童の退所」などにより「家族的

役割も失われていく」との指摘もある（同上）．他方，伊藤（2011：43）は全国の児童養護施設
職員への調査を通して，「アフターケアを行う職員個人にかかる負担の大きさ」を指摘している．

これらをふまえれば，「実家的役割」を担う場や人は必要であるが，職員個人に帰属するような

退所者支援のあり方は，継続的な支援という点でも大きな課題がある．

そうしたなかで，A市による事業では，事業のしくみとして施設とのつながりが継続されるの
みならず，世話人を配置することにより，新たなつながりを創出している．そのことによって，

退所者は，〈多様な人とつながることで孤立しなかった〉と感じていた．このように，本事業で

は，施設とのつながりが継続されると同時に，世話人をはじめとした地域住民との新たなつなが

りを創出することで，【地域のつながりのなかで孤独にならない安心な生活】の成立という意義

があることが見いだされた．また，事業利用者は，世話人の仲間や人間関係などを通してより広

く地域とつながっていく可能性も有している．

小野（2018：584）は，「大人への移行は，大人の社会に参加していくプロセスであり，それは
大人との交流がないところで達成することは不可能」とする．そのうえで，「家族・親族などから

の生活援助がない社会的養護児童」においてはとくに本人のことを「よく理解してつながりのあ

る大人の存在」が重要だと述べ，人とのつながりが大人への移行支援において重要な要素だと指

摘する．このように，特定の大人とのつながり，そしてその大人を通した地域を含む社会的なつ

ながりのなかで，施設退所者は徐々に自立へと歩むことができる．

以上から，退所後，サポートを受けづらいと感じている退所者が非常に多いなかで，本事業の

存在は，社会的なつながりの保障と孤独感の軽減，相談のしづらさの解消に寄与していた．具体

的には，①退所者自身の施設への行きづらさの軽減，②〈頼れる先や相談相手がいない〉と感じ

ている退所者が頼ってよいと思える相手をつくること，の 2 点が指摘できる．
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2) 世話人が果たす「実家的役割」と「自分のために動いてくれる大人」の存在

本事業において生活相談や生活支援を直接的に担う世話人の存在は，利用者にとって，〈連絡

をとりあい，話ができる相手がいる〉といった安心感につながると同時に，新たな関係性の構築

に対して不安や困惑を抱く場合もあった．利用者は，【世話人がつくことに対する安心感と不安

感】の両面を抱きながら世話人とのかかわりが始まることになる．そうしたなかで，生活相談を

担う世話人は，複数の利用者にとって〈話を聞いてくれる相談相手や頼れる人〉として位置づい

ていた．また，〈新しい体験をさせてくれて，気にかけてくれていると感じられた〉経験などの

語りも聞かれた．【世話人との多様なかかわり】を通して新たな体験を積み上げることは，社会

の中でのさまざまな価値観や行動様式に触れることにもつながる．そのような存在があることに

よって，【退所後の困りごとや不安】があったとしても，時として〈困ったときの第三者窓口のよ

うな存在〉としての世話人に相談しながら，受け入れたり乗り越えたりしやすくなった面がある

のではないだろうか．

他方で，【退所後の困りごとや不安】として〈頼れる先や相談相手がいない〉ことや〈寂しさや

気持ちのコントロール〉が挙げられている中で，〈つながりが切れず孤独感が和らいだ〉とも感じ

ていた．また，〈実家や親のようなかかわり〉がなされている面も見いだされた．このことから，

施設職員だけでなく，地域で生活相談を担う世話人が，「実家的役割」を果たす可能性が示され

た．先述の大村（2017：50）は，出身施設の「実家的役割」を指摘していたが，この「実家的役
割」を地域に拡大できることが示唆されたとも言い換えられる．

他方，退所者は，施設へ相談することに遠慮を感じていた．そうしたなかで，世話人は，〈自分

のために動いてくれる大人〉として位置づき，【適度な関係としての存在】になっていた．伊部

（2018：50）は，「社会的養護経験者が『力をもらった』り『支えとなっている』経験には，本人
と関わりのある“特定の人（個人）”の存在がある」と指摘する．世話人が果たす「実家的役割」

や，〈自分のために動いてくれる大人〉としての位置づけは，伊部のいう「“特定の人（個人）”」

にあたるのではないだろうか．こうした【世話人の果たす役割や効果の実感】が利用者にみられ

る点に，本事業の意義の 1つがある．また，経済的支援事業はあるものの，地域住民による相談
支援事業を取り入れた事例はこれまでにない．経済的支援と生活相談や生活支援が両輪となって

支援体制が整えられている点も，注目すべきだろう．

2. 地域で生活を支えることの意義

先述のとおり，本事業は，退所者が出身施設のある地域に住まうことで，その地域住民である

世話人や出身施設による生活支援と経済的支援を受けることを可能にしている．

本事業の利用者は，〈経済的安定が精神的余裕につながる〉，〈無理にバイトをする必要なく，負

担が軽減された〉といった【経済的・精神的に安定した生活の成立】を実感していたほか，経済

的支援によって【希望の進路や生き方を選択できた】とも感じていた．しかし，こうした生活の

安定や精神的なゆとり，希望の実現を可能にするのは，経済的支援のみではない．住み慣れた地

域で暮らし続け，支援を受け続けられるということが土台にある．

本事業は，措置権をもたない自治体が主体となって実施することにより，身近な地域での生活

に即した支援を可能としている点に大きな特徴がある．措置権をもたない自治体が生活支援・生

活相談も含む事業を行うことで，一人一人に寄り添った支援の実現に近づけることができる．実
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際，退所者のなかには，住み慣れた地域を離れた新生活に不安を抱いていた例もあった．そうし

たなかで，〈サポートがあり見知った人がいる安心感〉といった【住み慣れた地域で暮らし続け

る安心感】をもって退所できることは，大きな意義がある．伊藤（2011：43）は，アフターケア
に関する法整備に言及する中で，「地域資源の充実といった視点も必要」と述べる．また，永野・

有村（2014：38）は「政府や行政が退所後の生活実態を正確に把握することに努めることが不
可欠」とし「退所者の生活状況の把握から，それぞれのニーズに応じたアフターケアが適切に提

供できるシステムを構築する必要がある」と指摘する．

本研究から，本事業は，住み慣れた地域において，その地域住民や出身施設が退所者を支える

一助となっていることが明らかとなった．同時に，地域住民である世話人や出身施設との定期的

なつながりがあることで，退所後の生活実態を把握し，必要に応じて的確なタイミングでの介入

や支援が可能となっている．これらの点にも，本事業の意義があるといえる．

3. 生活相談・生活支援の充実に向けた課題と今後の方向性

退所者の語りを通して，本事業の生活相談や生活支援事業が有する意義が明らかとなった．そ

の一方で，課題も示された．ここでは，5 点に整理する．
第 1に，法人が保証人から外れることによる〈事業終了後の住居の継続〉に関する課題や，〈段
階的な運用への希望〉といった【制度運用上の課題】がある．希望する場合は同じ住居に住み続

けられるよう，事業開始時から不動産会社等の理解を得ることが必要である．

第 2に，世話人との〈相性やマッチングの問題〉が挙げられる．事業利用者によっては，事業
利用と同時に世話人との関係がはじまるケースもあり，「もともと親しい人が世話人さんになれ

ばそっちの方がいいなと思う」といった語りもあった．また，相談できる「“特定の人（個人）”」

（伊部 2018：50）としての位置づけを目指すのであれば，施設が中心となって，退所前に聞き取
りや面談を丹念に行い，マッチングを行う必要がある．そして，どうしてもうまくいかない場合

に世話人を交代するといった方策も必要といえるだろう．

第 3 に，世話人の意義や役割の明確化と共通認識に関する課題である．事業利用者のなかに
は，世話人と〈どう関わってよいかという戸惑い〉を感じているケースもあり，世話人の意義や

役割を明確化し，共通認識をはかることが重要だと考える．この共通認識とは，事業利用者，事

業を紹介する施設，実際の生活相談にあたる世話人，そして事業主体である行政の四者の共通認

識をいう．とくに，世話人は，〈利用者から相談することのハードル〉を感じるケースも少なくな

いことをふまえ，〈一人一人の特性に応じた柔軟な対応をしてほしい〉という思いに応える必要

がある．同時に，研修制度や世話人間の交流機会をつくることなども，役割の明確化と共通認識

をはかるうえで重要である．

第 4に，事業利用者本人の意識付けの問題が挙げられる．「事業の課題は，本人の自覚的な部
分．本人が事業を理解して使っているかどうか」との語りや，事業終了時に「いきなりかってい

う感じがした」という声もあり，落差を感じさせない工夫も必要である．また，事業終了時や急

な転職などの際にも生活を維持できるよう，支援金や家賃補助分を貯蓄に回すなど，先を見通し

た生活ができるような支援も同時に重要である．そしてそれは，定期的にかかわる世話人にも求

められる役割である．これらの点から，〈見通しが立たないことへの不安〉や〈事業終了に伴う不

安や困りごと〉を軽減するうえでも，【本人の不安の解消と意識づけが必要】といえる．そのため
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にも，制度運用者である自治体，出身施設，世話人の三者が情報共有と連携をしながら，本人の

主体性や計画性を育む支援を行うことが肝要である．

第 5に，【夢をあきらめないための制度の拡大】である．事業利用者のなかにも，「A市内では
なく全国で，ということであれば他に行きたい進学先がありました」という声もあった．また，

「職場が遠い人もいるだろうし施設から遠いところに住みたいという人も実は結構いる」ことを

ふまえれば，〈退所後の選択肢の拡大〉は必要といえるだろう．また，〈退所後の選択肢の拡大〉

と同時に，〈ほかの施設の子も使えるようになってほしい〉との願いの 2 つの意味において，本
事業の実施主体を 1自治体に留めず，【夢をあきらめないための制度の拡大】が必要である．そ
のためには，本事業の成果を参考に各地域へ拡大することで，すべての退所者が活用できる可能

性を拓くことが期待される．

VIII. 結論
本研究を通して，A市の退所者支援事業，とくに生活支援や生活相談が果たしている意義や役
割として，次の 4点が見いだされた．それは，①社会的なつながりの保障と孤独感の軽減への寄
与がなされていること，②生活支援や生活相談を担う世話人が，「実家的役割」や「自分のために

動いてくれる大人」の存在としての役割を果たしていること，③地域住民による相談支援事業を

取り入れることで経済的支援との両輪での支援がなされていること，④③によって退所者の生活

実態やニーズに応じた支援が可能となっていること，である．

他方で，課題としては，①【事業運用上の課題】，②世話人との〈相性やマッチングの問題〉，

③世話人の意義や役割の明確化と共通認識に関する課題，④事業利用者本人の意識付けの問題，

⑤【夢をあきらめないための制度の拡大】，の 5点が見いだされた．とくに，世話人については，
その意義を感じる利用者も多い一方で，【世話人の課題と限界】も明らかとなっており，これら

についても利用者の声を丁寧に拾いながら改善していくことが求められる．

本事業には課題も少なからずあるものの，地域住民による相談支援事業を取り入れたという点

で先駆的であり，ほかの自治体にはみられない特徴がある．そして，一人の利用者に一人の世話

人がつくことで，事業利用者は，【地域のつながりのなかで孤独にならない安心な生活】の成立

を感じていた．これらをふまえると，社会的養護出身者の退所後の困難や孤立が取り上げられる

中で，本事業が行っている生活支援や生活相談の果たす役割は非常に大きく，退所者の自立支援

のあり方を考えるうえで，1つのモデルになりうると考える．
本研究は，A市における退所者自立支援事業，とくに生活支援や生活相談が果たしている役割
や課題について，退所者の視点から明らかにした点に意義がある．一方で，里親家庭出身者と児

童養護施設出身者を同列に論じる限界もある．例えば，安藤（2017：218-221）は，措置委託解
除を里親は「通過点」や「責任の節目」ととらえており「関係の継続性を念頭においている」こ

とを指摘する．このことからも，自立における課題や状況も，里親家庭出身者と児童養護施設出

身者では異なるといえる．さらにいえば，児童養護施設の入所時年齢や入所期間による差につい

ても検討を要する．ほかに，他の自治体における事業との比較や事業のない地域の退所者との比

較などの課題もある．また，実施主体である自治体や世話人，施設の認識についても明らかにす

る必要がある．これらについても，今後，深めていきたい．
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付記

本研究は，日本社会福祉学会第 69 回秋季大会・自由論題報告の内容をもとに大幅に加筆修正
したものである．
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注

1) 伊藤（2011），永野・有村（2014），NPO法人ブリッジフォースマイル調査チーム（2018）
他参照．

2) 里親家庭出身者についても，アフターケアは施設の自立支援コーディネーターが担うことに

なっているため，施設での利用として数字に含めた．

3) 利用期間は，インタビュー調査時点のもの．
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Supporting Those Leavers from Foster Homes
and Other Such Institutions to Become Independent

in the Basic Municipalities: Focus on the A Municipality’s
Support Programs

Chika OKAMOTO, Masaaki YAMAMOTO

This study aims to identify the significance, role, and issues of the livelihood support
and life counseling programs provided in Municipality A, where the right to take mea-
sures does not exist. An interview survey was conducted with those leavers from foster
homes and other such institutions who are using support programs to enable them to
become independent.

The obtained data were qualitatively analyzed. The significance and role of the pro-
grams were found (1) to secure social ties and reduce loneliness, (2) allow caretakers
who are in charge of livelihood support and life counseling to “play a familial role,” (3)
provide support through consultation with local residents and financial support, and
(4) enable support that meets to the living conditions and needs of those leavers from
institutions.

In contrast, the following issues concerning the programs were found: (1) the opera-
tion of the programs, (2) the discharged persons’ compatibility with caretakers, (3) the
definition and common recognition of the significance and role of caretakers, (4) the
self-awareness of the program’s users, and (5) the expansion of the system that aims to
prevent leavers from giving up on their dreams.

Key Words: Social care, Support for discharged persons, Livelihood support, Life coun-
seling, Creation of connections
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